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研究成果の概要（和文）：潜在看護職が今後、地域の認知症者と家族への支援活動(役割)にあたり、必要な学習
内容、活動の内容・場（施設や自宅など）、活動条件などを明らかにした。　
看護系大学ならびに専門学校の同窓会会員の未就業者489名から、支援に関心のある場合の活動条件は、活動時
間、支援内容、給与の順に検討をする必要があることが明確となった。2－3回/週または2－3回/月の活動頻度
で、支援内容は、認知症者・家族への相談、本人の好みの話をする、施設入所中・通所中の人・家族への相談と
し、研修プログラムとして、コミュニケーションスキル、認知症の診断と治療、特有な行動への対応など実践を
重視したプログラムの必要性が明確となった。

研究成果の概要（英文）：In the future, potential nurses clarified necessary learning contents, 
contents of activities, places (facilities, homes, etc.), and activity conditions, etc. in support 
activities (roles) for people with dementia and their families in the area.
From the 489 unemployed members of the alumni association of nursing colleges and vocational 
schools, it became clear that it is necessary to examine the activity conditions in case of interest
 in the order of activity time, support content and salary.The potential nurse can consult with a 
person with dementia or family, talk about his / her preference, or enter or leave the facility at 
an activity frequency of 2-3 times a week or 2-3 times a month. As a training program, the need for 
a program that emphasizes practice such as communication skills, diagnosis and treatment of 
dementia, and response to specific behaviors has become clear.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現在の潜在看護職の認知症者や家族への支援に関する就業のあり方に関するニーズを明らかにするとともに具体
的な育成・教育モデルを提案できたため、今後の地域包括ケアシステムにおいて認知症施策推進に有効な方策の
一つとして提案ができた点に学術的ならびに社会的意義があると考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
わが国では75歳以上の後期高齢者の急増により、認知症をもつ高齢者は年々増加し、2010年

には約280万人、65歳以上人口の9.5％であったが、15年後の2025年には約470万人、同12.8％を

上ると予測されている（国立社会保障・人口問題研究所、2012）。さらに在宅の認知症高齢者

数は約140万人（約50％）、85歳以上の4人に1人は認知症を有するといわれ、認知症者・家族の

多様なニーズへの対応やサービスの多機能化が求められている。すでに平成24年4月の介護保険

の改正に伴い、地域包括ケアシステムを基盤とした地域密着型の包括ケアが不可欠となり、高齢

者の住み慣れた地域圏域での居住系・施設系サービスが多様化しているが、地域格差も大きい。 

住み慣れた地域で介護を希望する家族が増加する一方で、認知症の重度化により介護保険サー

ビスへの不満が高い傾向にあり、その理由には個々の事情や希望に対応したサービスが少ないが

約40％と高く、要介護者への憎しみ等の感情を有する家族も30％以上みられるなど、家族介護者

にとって在宅介護継続の困難さが指摘されている（日本労働組合連合会、2014）ことから、地域

での家族支援の必要性が急務であると言われている。認知症施策推進5ヵ年計画（厚労省、2013）

の１つに地域での日常生活・家族の支援の強化によって、認知症地域支援推進員、認知症サポー

ター、市民後見人の育成・支援組織の整備、「認知症カフェ」が推進されているが、さらに地域

内で介護保険以外の多様なサービスのあり方の検討が期待されている。 

一方、地域包括ケアシステムの推進のためには、現在の訪問看護師数は不足している。現在の

潜在看護職は約55万人（厚労省、2012）と推計され、そのうち都道府県等のナースセンター（厚

労省、1992）への求人登録者数は約6万人（日本看護協会、2014）であることから、約50万人の

人材活用の可能性が示唆されている。都道府県看護協会では、復職支援研修（2014）を実施して

いるが、医療機関への復職を前提とした教育内容になっている。実際の求職者の多くは40歳以上、

非常勤や臨時の雇用の希望者が半数以上（日本看護協会、2014）を占め、多様な働き方を希望す

ることから、復職支援の方向性に地域で生活する認知症者と家族の看護支援への人材確保と拡大

の可能性があると考えた。 

 
２．研究の目的 
潜在看護職における、地域で生活する認知症の人と家族介護者の看護支援への関心、認知症

の人と家族支援に必要な学習ニーズ、ワークライフバランスを考慮した支援活動の希望、今後

の活動の場、ならびに収入等の教育・育成プログラムに必要な課題を明らかにすることである。 

 
３．研究の方法 

1）研究デザイン：横断的調査 

2）対象者：大学病院を有する看護系大学 1校と複数の看護専門学校の同窓会の協力のもと、同

窓会からの郵送物の同意が得られている同窓会会員のうち 80歳未満の者（6302 名）とした。 

3）調査方法：無記名自記式調査票による郵送留め置き法を実施した。 

4）調査内容：基本的属性、認知症者と家族に対する支援への関心の有無、希望の学習内容、希

望の活動内容、活動条件であった。 

5）調査時期：平成 28 年 5月―8月 

6）分析方法：回収数（回収率）は 1905 名（30.2％）であり、その内、潜在看護職 489 名（25.7％）

を分析対象とした。記述統計、関心のある者を従属変数、要因項目を独立変数としてロジステ

ィック回帰分析（ステップワイズ法）で実施した。SPSS Ver.23 を用いた。 

7）倫理的配慮：所属大学の倫理委員会の承認（受付番号 27-342）後に実施した。調査票の返

信を任意の同意とした。 



４．研究成果 

1）研究対象者の属性 

489 名全数が女性であり、平均年齢（SD)は 52.6(12.6）歳、平均離職期間（SD）は 10.0(11.3）

年間であった。 

2）認知症者と家族介護者の支援に関心 

認知症者と家族介護者の支援に関心のある者は 336 名（68.7％）であった。 

 
 
 
 
 
 
 

 
3）認知症者と家族介護者の支援に関心のある者の過去の研修歴と今後の研修希望 

 
 
4）認知症者と家族介護者の支援に関心のある者の希望の活動（内容、場所、条件） 

 
5）認知症者と家族介護者の支援に関心のある者の要因 
 
 
 
 
 

 
 
6）認知症者と家族介護者の支援ができる潜在看護職の教育・育成に必要な条件とプログラム 

潜在看護職 のうち、身近に認知症者がいることや、看護経験やサポーター養成講座等の教育

を受けた経験によって動機づけがされていることから、認知症サポーター養成講座への受講を

準備段階とする。 



ターゲットとなる年代層は、40歳代～60歳代であり、子育てに一段落または終了の時期や定

年後の育成が効率的である。 

研修のプログラム内容には、認知症の基本的な内容から行う必要があり、認知症者の診断と

治療、ケア方法やコミュニーケションスキルなど、演習を含む技術などができるものがよい。

大学等でのセミナーや公開講座による方法によって、コミュニケーションや家族への支援方法、

特有な行動への対応について、演習形式の研修を行うように検討する。 

今後希望する活動内容をふまえると、地域や介護施設の認知症者と家族への相談や在宅での

療養者の世話などや、話の相手や散歩に付き添うなど、相談以外は基本的看護技術による内容

が実践できる場所での研修が必要である。 

活動する上での条件では、1500 円以上/時間の報酬と活動頻度では 2－4回/月と 2-3 回/週な

ど、個別の希望に応じた実践ができるシステムが必要である。 
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